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マンション標準管理規約（団地型） 新旧対照表（敷地分割事業関係部分抜粋） 

                                                    （傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現 行 

  

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 団地建物所有者又は区分所有者は、土地又は共用部分等

の分割を請求することはできない。 

２ 団地建物所有者又は区分所有者は、専有部分と土地及び共用部

分等の共有持分とを分離して譲渡、抵当権の設定等の処分をして

はならない。 

 

 

【コメント】 

第 11 条関係 

① 専有部分を他の団地建物所有者又は第三者に貸与することは、

本条の禁止に当たらない。 

② 倉庫又は車庫も専有部分となっているときは、倉庫（車庫）の

みを当該棟の他の区分所有者に譲渡する場合を除き、住戸と倉庫

（車庫）とを分離し、又は専有部分と敷地及び共用部分等の共有

持分とを分離して譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない

旨を規定する。 

③ マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律

第７８号。以下「円滑化法」という。）に基づく敷地分割決議に

よる敷地分割は、本条により禁止されるものではない。 

 

 

（団地修繕積立金） 

第２８条 管理組合は、各団地建物所有者が納入する団地修繕積立

金を積み立てるものとし、積み立てた団地修繕積立金は、土地、

（分割請求及び単独処分の禁止） 

第１１条 団地建物所有者又は区分所有者は、土地又は共用部分等

の分割を請求することはできない。 

２ 団地建物所有者又は区分所有者は、専有部分と土地及び共用部

分等の共有持分とを分離して譲渡、抵当権の設定等の処分をして

はならない。 

 

 

【コメント】 

第 11 条関係 

① 専有部分を他の団地建物所有者又は第三者に貸与することは、

本条の禁止に当たらない。 

② 倉庫又は車庫も専有部分となっているときは、倉庫（車庫）の

みを当該棟の他の区分所有者に譲渡する場合を除き、住戸と倉庫

（車庫）とを分離し、又は専有部分と敷地及び共用部分等の共有

持分とを分離して譲渡、抵当権の設定等の処分をしてはならない

旨を規定する。 

（新設） 

 

 

 

 

（団地修繕積立金） 

第２８条 管理組合は、各団地建物所有者が納入する団地修繕積立

金を積み立てるものとし、積み立てた団地修繕積立金は、土地、



- 2 - 

 

附属施設及び団地共用部分の、次の各号に掲げる特別の管理に要

する経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕 

二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 

三 土地、附属施設及び団地共用部分の変更 

四 建物の建替え、マンション敷地売却及び敷地分割（以下「建

替え等」という。）に係る合意形成に必要となる事項の調査 

五 その他土地、附属施設及び団地共用部分の管理に関し、団地

建物所有者全体の利益のために特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第７０条第１項の一括建替え決

議（以下「一括建替え決議」という。）又は一括建替えに関する

団地建物所有者全員の合意の後であっても、マンションの建替え

等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号。以下「円滑

化法」という。）第９条のマンション建替組合（以下「建替組

合」という。）の設立の認可又は円滑化法第４５条のマンション

建替事業の認可までの間において、建物の建替えに係る計画又は

設計等に必要がある場合には、その経費に充当するため、管理組

合は、団地修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え不参加者に

帰属する団地修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、団地

修繕積立金を取り崩すことができる。 

３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション

敷地売却決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後

であっても、円滑化法第１２０条のマンション敷地売却組合（以

下「マンション敷地売却組合」という。）の設立の認可までの間

において、マンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合に

は、その経費に充当するため、管理組合は、団地修繕積立金から

管理組合の消滅時にマンション敷地売却不参加者に帰属する団地

修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、団地修繕積立金を

取り崩すことができる。 

附属施設及び団地共用部分の、次の各号に掲げる特別の管理に要

する経費に充当する場合に限って取り崩すことができる。 

一 一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕 

二 不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕 

三 土地、附属施設及び団地共用部分の変更 

四 建物の建替え及びマンション敷地売却（以下「建替え等」と

いう。）に係る合意形成に必要となる事項の調査 

五 その他土地、附属施設及び団地共用部分の管理に関し、団地

建物所有者全体の利益のために特別に必要となる管理 

２ 前項にかかわらず、区分所有法第７０条第１項の一括建替え決

議（以下「一括建替え決議」という。）又は一括建替えに関する

団地建物所有者全員の合意の後であっても、マンションの建替え

等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号。以下「円滑

化法」という。）第９条のマンション建替組合（以下「建替組

合」という。）の設立の認可又は円滑化法第４５条のマンション

建替事業の認可までの間において、建物の建替えに係る計画又は

設計等に必要がある場合には、その経費に充当するため、管理組

合は、団地修繕積立金から管理組合の消滅時に建替え不参加者に

帰属する団地修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、団地

修繕積立金を取り崩すことができる。 

３ 第１項にかかわらず、円滑化法第１０８条第１項のマンション

敷地売却決議（以下「マンション敷地売却決議」という。）の後

であっても、円滑化法第１２０条のマンション敷地売却組合（以

下「マンション敷地売却組合」という。）の設立の認可までの間

において、マンション敷地売却に係る計画等に必要がある場合に

は、その経費に充当するため、管理組合は、団地修繕積立金から

管理組合の消滅時にマンション敷地売却不参加者に帰属する団地

修繕積立金相当額を除いた金額を限度として、団地修繕積立金を

取り崩すことができる。 
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４ 第１項にかかわらず、円滑化法第１１５条の４第１項の敷地分

割決議（以下「敷地分割決議」という。）の後であっても、円滑

化法第１６８条の敷地分割組合（以下「敷地分割組合」とい

う。）の設立の認可までの間において、敷地分割に係る計画等に

必要がある場合には、その経費に充当するため、管理組合は、団

地修繕積立金を取り崩すことができる。 

５ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたとき

は、団地修繕積立金をもってその償還に充てることができる。 

 

 

【コメント】 

第 28 条及び第 29 条関係 

① 対象物件の経済的価値を適正に維持するためには、一定期間ご

とに行う計画的な維持修繕工事が重要であるので、団地修繕積立

金及び各棟修繕積立金を必ず積み立てることとしたものである。 

② 分譲会社が分譲時において将来の計画修繕に要する経費に充当

していくため、一括して購入者より修繕積立基金として徴収して

いる場合や、修繕時に、既存の団地修繕積立金又は各棟修繕積立

金の額が修繕費用に不足すること等から、一時負担金が団地建物

所有者又は区分所有者から徴収される場合があるが、これらにつ

いても団地修繕積立金又は各棟修繕積立金として積み立てられ、

区分経理されるべきものである。 

③ 本規約の対象とする団地（コメント全般関係③参照）の建替え

は、団地全体の一括建替え決議による場合、棟ごとの合意及び団

地の建替え承認決議による場合の２つの方法がある。一括建替え

決議を選択できるのは、区分所有法第７０条第１項の要件を満た

す団地型マンションのみであり、管理組合においては、各マンシ

ョンの実態に応じて、規約を定めることが重要である。 

④ 円滑化法に基づく建替組合によるマンション建替事業における

建替えまでのプロセスの概要は、円滑化法の制定を踏まえ作成さ

（新設） 

 

 

 

 

 

４ 管理組合は、第１項各号の経費に充てるため借入れをしたとき

は、団地修繕積立金をもってその償還に充てることができる。 

 

 

【コメント】 

第 28 条及び第 29 条関係 

① 対象物件の経済的価値を適正に維持するためには、一定期間ご

とに行う計画的な維持修繕工事が重要であるので、団地修繕積立

金及び各棟修繕積立金を必ず積み立てることとしたものである。 

② 分譲会社が分譲時において将来の計画修繕に要する経費に充当

していくため、一括して購入者より修繕積立基金として徴収して

いる場合や、修繕時に、既存の団地修繕積立金又は各棟修繕積立

金の額が修繕費用に不足すること等から、一時負担金が団地建物

所有者又は区分所有者から徴収される場合があるが、これらにつ

いても団地修繕積立金又は各棟修繕積立金として積み立てられ、

区分経理されるべきものである。 

③ 本規約の対象とする団地（コメント全般関係③参照）の建替え

は、団地全体の一括建替え決議による場合、棟ごとの合意及び団

地の建替え承認決議による場合の２つの方法がある。一括建替え

決議を選択できるのは、区分所有法第７０条第１項の要件を満た

す団地型マンションのみであり、管理組合においては、各マンシ

ョンの実態に応じて、規約を定めることが重要である。 

④ 円滑化法に基づく建替組合によるマンション建替事業における

建替えまでのプロセスの概要は、円滑化法の制定を踏まえ作成さ
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れた「マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュア

ル」によれば、次のとおりである。 

 

Ａ．建替え決議までのプロセス 

(ア)準備段階：一部の区分所有者から建替えの発意がなされ、

それに賛同する有志により、建替えを提起するための基礎

的な検討が行われる段階であり、「管理組合として建替え

の検討を行うことの合意を得ること」を目標とする。 

(イ)検討段階：管理組合として、修繕・改修との比較等による

建替えの必要性、建替えの構想について検討する段階であ

り、「管理組合として、建替えを必要として計画すること

の合意を得ること」を目標とする。 

(ウ)計画段階：管理組合として、各区分所有者の合意形成を図

りながら、建替えの計画を本格的に検討する段階であり、

「建替え計画を策定するとともに、それを前提とした建替

え決議を得ること」を目標とする。 

Ｂ．建替え決議後のプロセス 

(ア)建替組合の設立段階：定款及び事業計画を定め、都道府県

知事等の認可を受けて建替組合を設立する段階。 

(イ)権利変換段階：権利変換計画を策定し、同計画に関し都道

府県知事等の認可を受け、権利変換を行う段階。 

(ウ)工事実施段階：建替え工事を施工し、工事完了時にマンシ

ョン建替事業に係る清算を行う段階。 

(エ)再入居と新管理組合の設立段階：新マンションに入居し、

新マンションの管理組合が発足する段階。 

⑤ ④のプロセスのうち、④のＡ(イ)及び(ウ)の段階においては、

管理組合が建替えの検討のため、調査を実施する。調査の主な内

容は、再建マンションの設計概要、マンションの取壊し及び再建

マンションの建築に要する費用の概算額やその費用分担、再建マ

ンションの区分所有権の帰属に関する事項等である。 

れた「マンションの建替えに向けた合意形成に関するマニュア

ル」（平成 15 年１月国土交通省公表）によれば、次のとおりで

ある。 

Ａ．建替え決議までのプロセス 

(ア)準備段階：一部の区分所有者から建替えの発意がなされ、

それに賛同する有志により、建替えを提起するための基礎

的な検討が行われる段階であり、「管理組合として建替え

の検討を行うことの合意を得ること」を目標とする。 

(イ)検討段階：管理組合として、修繕・改修との比較等による

建替えの必要性、建替えの構想について検討する段階であ

り、「管理組合として、建替えを必要として計画すること

の合意を得ること」を目標とする。 

(ウ)計画段階：管理組合として、各区分所有者の合意形成を図

りながら、建替えの計画を本格的に検討する段階であり、

「建替え計画を策定するとともに、それを前提とした建替

え決議を得ること」を目標とする。 

Ｂ．建替え決議後のプロセス 

(ア)建替組合の設立段階：定款及び事業計画を定め、都道府県

知事等の認可を受けて建替組合を設立する段階。 

(イ)権利変換段階：権利変換計画を策定し、同計画に関し都道

府県知事等の認可を受け、権利変換を行う段階。 

(ウ)工事実施段階：建替え工事を施工し、工事完了時にマンシ

ョン建替事業に係る清算を行う段階。 

(エ)再入居と新管理組合の設立段階：新マンションに入居し、

新マンションの管理組合が発足する段階。 

⑤ ④のプロセスのうち、④のＡ(イ)及び(ウ)の段階においては、

管理組合が建替えの検討のため、調査を実施する。調査の主な内

容は、再建マンションの設計概要、マンションの取壊し及び再建

マンションの建築に要する費用の概算額やその費用分担、再建マ

ンションの区分所有権の帰属に関する事項等である。 
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⑥ ④のプロセスのうち、④のＢ(ア)の段階においても、団地修繕

積立金又は各棟修繕積立金を取り崩すことのできる場合があるこ

とを定めたのが第２項である。 

⑦ ④のプロセスによらず、円滑化法第４５条のマンション建替事

業の認可に基づく建替え、又は団地建物所有者の全員合意に基づ

く任意の建替えを推進する場合であっても、必要に応じて、第１

項及び第２項、又は第２項と同様の方法により、団地修繕積立金

又は各棟修繕積立金を取り崩すことは可能である。ただし、任意

の組織に関し、その設立時期について管理組合内で共通認識を得

ておくことが必要である。 

⑧ 円滑化法に基づくマンション敷地売却組合によるマンション敷

地売却事業のプロセスの概要は、平成３０年のマンションの建替

え等の円滑化に関する法律施行規則（平成１４年国土交通省令第

１１６号。以下「円滑化法施行規則」という。）の改正を踏まえ

改訂された「耐震性不足のマンションに係るマンション敷地売却

ガイドライン」を参考とされたい。この場合にも、建替えの場合

と同様に、第１項及び第３項に基づき、必要に応じて、団地修繕

積立金又は各棟修繕積立金を取り崩すことは可能である。 

 

⑨ 円滑化法に基づく敷地分割組合による敷地分割事業のプロセス

の概要は、国土交通省が策定した「団地型マンション再生のため

の敷地分割ガイドライン」を参考とされたい。この場合にも、建

替えやマンション敷地売却の場合と同様に、第１項及び第４項に

基づき、必要に応じて、団地修繕積立金又は各棟修繕積立金を取

り崩すことは可能である。 

⑩ 建替え等に係る調査に必要な経費の支出は、各マンションの実

態に応じて、管理費から支出する旨管理規約に規定することもで

きる。 

 

 

⑥ ④のプロセスのうち、④のＢ(ア)の段階においても、団地修繕

積立金又は各棟修繕積立金を取り崩すことのできる場合があるこ

とを定めたのが第２項である。 

⑦ ④のプロセスによらず、円滑化法第４５条のマンション建替事

業の認可に基づく建替え、又は団地建物所有者の全員合意に基づ

く任意の建替えを推進する場合であっても、必要に応じて、第１

項及び第２項、又は第２項と同様の方法により、団地修繕積立金

又は各棟修繕積立金を取り崩すことは可能である。ただし、任意

の組織に関し、その設立時期について管理組合内で共通認識を得

ておくことが必要である。 

⑧ 円滑化法に基づくマンション敷地売却組合によるマンション敷

地売却事業のプロセスの概要は、平成３０年のマンションの建替

え等の円滑化に関する法律施行規則（平成１４年国土交通省令第

１１６号。以下「円滑化法施行規則」という。）の改正を踏まえ

改訂された「耐震性不足のマンションに係るマンション敷地売却

ガイドライン」（平成２６年１２月国土交通省公表）を参考とさ

れたい。この場合にも、建替えの場合と同様に、第１項及び第３

項に基づき、必要に応じて、団地修繕積立金又は各棟修繕積立金

を取り崩すことは可能である。 

（新設） 

 

 

 

 

 

⑨ 建替え等に係る調査に必要な経費の支出は、各マンションの実

態に応じて、管理費から支出する旨管理規約に規定することもで

きる。 
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（招集手続） 

第４５条 団地総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２

週間前（会議の目的が区分所有法第６９条第１項の建替え承認決

議（以下「建替え承認決議」という。）、一括建替え決議又は敷

地分割決議であるときは２か月前）までに、会議の日時、場所及

び目的を示して、組合員に通知を発しなければならない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発

するものとする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対

象物件内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出

のない組合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示する

ことをもって、これに代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４９条第３

項第一号、第二号に掲げる事項の決議、建替え承認決議、一括建

替え決議又は敷地分割決議であるときは、その議案の要領をも通

知しなければならない。 

５ 会議の目的が建替え承認決議であるときは、前項に定める議案

の要領のほか、新たに建築する建物の設計の概要（当該建物の当

該団地内における位置を含む。）を通知しなければならない。 

６ 会議の目的が一括建替え決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の

維持及び回復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をす

るのに要する費用の額及びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画

の内容 

四 建物につき団地修繕積立金及び各棟修繕積立金として積み立

てられている金額 

（招集手続） 

第４５条 団地総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２

週間前（会議の目的が区分所有法第６９条第１項の建替え承認決

議（以下「建替え承認決議」という。）又は一括建替え決議であ

るときは２か月前）までに、会議の日時、場所及び目的を示し

て、組合員に通知を発しなければならない。 

２ 前項の通知は、管理組合に対し組合員が届出をしたあて先に発

するものとする。ただし、その届出のない組合員に対しては、対

象物件内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する組合員及び前項の届出

のない組合員に対しては、その内容を所定の掲示場所に掲示する

ことをもって、これに代えることができる。 

４ 第１項の通知をする場合において、会議の目的が第４９条第３

項第一号、第二号に掲げる事項の決議、建替え承認決議又は一括

建替え決議であるときは、その議案の要領をも通知しなければな

らない。 

５ 会議の目的が建替え承認決議であるときは、前項に定める議案

の要領のほか、新たに建築する建物の設計の概要（当該建物の当

該団地内における位置を含む。）を通知しなければならない。 

６ 会議の目的が一括建替え決議であるときは、第４項に定める議

案の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の

維持及び回復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をす

るのに要する費用の額及びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画

の内容 

四 建物につき団地修繕積立金及び各棟修繕積立金として積み立

てられている金額 
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７ 会議の目的が敷地分割決議であるときは、第４項に定める議案

の要領のほか、次の事項を通知しなければならない。 

一 特定要除却認定マンションの除却の実施のために敷地分割を

必要とする理由 

二 敷地分割後の当該特定要除却認定マンションの除却の実施方

法 

三 マンションの建替え等その他の団地内建物における良好な居

住環境を確保するための措置に関する中長期的な計画が定めら

れているときは、当該計画の概要 

８ 一括建替え決議又は敷地分割決議を目的とする総会を招集する

場合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際

に通知すべき事項について組合員に対し説明を行うための説明会

を開催しなければならない。 

９ 第４７条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞な

く、その通知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならな

い。 

10  第１項（会議の目的が建替え承認決議、一括建替え決議又は敷

地分割決議であるときを除く。）にかかわらず、緊急を要する場

合には、理事長は、理事会の承認を得て、５日間を下回らない範

囲において、第１項の期間を短縮することができる。 

 

 

【コメント】 

第 45 条関係 

① 会議の目的が建替え承認決議、一括建替え決議又は敷地分割決

議である団地総会を招集するに当たっては、決議時の議決権割合

が、それぞれ第４９条第４項、同条第７項又は同条第８項に定め

るように、第４８条第１項の定めとは異なることを事前に周知す

ることが重要である。 

（第３項、第９項関係） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 一括建替え決議を目的とする総会を招集する場合、少なくとも

会議を開く日の１か月前までに、当該招集の際に通知すべき事項

について組合員に対し説明を行うための説明会を開催しなければ

ならない。 

８ 第４７条第２項の場合には、第１項の通知を発した後遅滞な

く、その通知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならな

い。 

９  第１項（会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議であ

るときを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、理事長

は、理事会の承認を得て、５日間を下回らない範囲において、第

１項の期間を短縮することができる。 

 

 

【コメント】 

第 45 条関係 

① 会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議である団地総

会を招集するに当たっては、決議時の議決権割合が、それぞれ第

４９条第４項又は同条第７項に定めるように、第４８条第１項の

定めとは異なることを事前に周知することが重要である。 

 

（第３項、第８項関係） 
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② 所定の掲示場所は、建物内の見やすい場所に設けるものとす

る。以下同じ。 

 

 

（組合員の団地総会招集権） 

第４６条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４８条第１項

に定める議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得

て、会議の目的を示して団地総会の招集を請求した場合には、理

事長は、２週間以内にその請求があった日から４週間以内の日

（会議の目的が建替え承認決議、一括建替え決議又は敷地分割決

議であるときは、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総

会の招集の通知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組

合員は、臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合  

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４４条第５項

にかかわらず、議長は、団地総会に出席した組合員（書面又は代

理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数を

もって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合  

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４４条第５項

にかかわらず、議長は、団地総会に出席した組合員（書面、電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法であって次項に定めるものをいう。以下同

じ。）又は代理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決

権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 

 

② 所定の掲示場所は、建物内の見やすい場所に設けるものとす

る。以下同じ。 

 

 

（組合員の団地総会招集権） 

第４６条 組合員が組合員総数の５分の１以上及び第４８条第１項

に定める議決権総数の５分の１以上に当たる組合員の同意を得

て、会議の目的を示して団地総会の招集を請求した場合には、理

事長は、２週間以内にその請求があった日から４週間以内の日

（会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議であるとき

は、２か月と２週間以内の日）を会日とする臨時総会の招集の通

知を発しなければならない。 

２ 理事長が前項の通知を発しない場合には、前項の請求をした組

合員は、臨時総会を招集することができる。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合  

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４４条第５項

にかかわらず、議長は、団地総会に出席した組合員（書面又は代

理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数を

もって、組合員の中から選任する。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合  

３ 前２項により招集された臨時総会においては、第４４条第５項

にかかわらず、議長は、団地総会に出席した組合員（書面、電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法であって次項に定めるものをいう。以下同

じ。）又は代理人によって議決権を行使する者を含む。）の議決

権の過半数をもって、組合員の中から選任する。 
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４ 前項の電磁的方法は、次に掲げる方法によるものとする。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する

方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受

信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報

が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確

実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに

情報を記録したもの（以下「電磁的記録」という。）を交付す

る方法 

 

 

【コメント】 

第 46 条関係 

① 電磁的方法による議決権行使の具体例には、電子メールの送信

やウェブサイト（ホームページ）への書込みの利用、フロッピー

ディスクや CD-ROM の交付による方法等がある。 

② 電磁的方法の一部のみ利用可能な管理組合は、電磁的方法の利

用状況に応じた規約を制定することが望ましい。例えば、電子メ

ールの送受信やウェブサイト（ホームページ）への書込みは利用

できないが、フロッピーディスクに記録されている内容の読込み

及び表示は可能な場合、第４６条において（イ）を選択した上で

第４６条第４項第一号は規定しないことが望ましい。 

 

 

（団地総会の会議及び議事） 

第４９条 団地総会の会議は、前条第１項に定める議決権総数の半

数以上を有する組合員が出席しなければならない。 

２ 団地総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 

４ 前項の電磁的方法は、次に掲げる方法によるものとする。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計

算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する

方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受

信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報

が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確

実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに

情報を記録したもの（以下「電磁的記録」という。）を交付す

る方法 

 

 

【コメント】 

第 46 条関係 

① 電磁的方法による議決権行使の具体例には、電子メールの送信

やウェブサイト（ホームページ）への書込みの利用、フロッピー

ディスクや CD-ROM の交付による方法等がある。 

② 電磁的方法の一部のみ利用可能な管理組合は、電磁的方法の利

用状況に応じた規約を制定することが望ましい。例えば、電子メ

ールの送受信やウェブサイト（ホームページ）への書込みは利用

できないが、フロッピーディスクに記録されている内容の読込み

及び表示は可能な場合、第４６条において（イ）を選択した上で

第４６条第４項第一号は規定しないことが望ましい。 

 

 

（団地総会の会議及び議事） 

第４９条 団地総会の会議は、前条第１項に定める議決権総数の半

数以上を有する組合員が出席しなければならない。 

２ 団地総会の議事は、出席組合員の議決権の過半数で決する。 
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３ 次の各号に掲げる事項に関する団地総会の議事は、前項にかか

わらず、組合員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以

上で決する。 

一 規約の制定、変更又は廃止（第７２条第一号の場合を除

く。） 

二 土地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更

を伴わないもの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２

５条第２項に基づく認定を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 その他団地総会において本項の方法により決議することとし

た事項 

４ 建替え承認決議は、第２項にかかわらず、議決権（第４８条第

１項にかかわらず、建替えを行う団地内の特定の建物（以下「当

該特定建物」という。）の所在する土地（これに関する権利を含

む。）の持分の割合による。第６項において同じ。）総数の４分

の３以上で行う。 

５ 当該特定建物の建替え決議又はその区分所有者の全員の合意が

ある場合における当該特定建物の団地建物所有者は、建替え承認

決議においては、いずれもこれに賛成する旨の議決権を行使した

ものとみなす。 

６ 建替え承認決議に係る建替えが当該特定建物以外の建物（以下

「当該他の建物」という。）の建替えに特別の影響を及ぼすべき

ときは、建替え承認決議を会議の目的とする総会において、当該

他の建物の区分所有者全員の議決権の４分の３以上の議決権を有

する区分所有者が、建替え承認決議に賛成しているときに限り、

当該特定建物の建替えをすることができる。 

７ 一括建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の

４以上及び議決権（第４８条第１項にかかわらず、当該団地内建

物の敷地の持分の割合による。）総数の５分の４以上で行う。た

だし、当該団地総会において、当該各団地内建物ごとに、それぞ

れその区分所有者の３分の２以上及び議決権（第４８条第１項に

３ 次の各号に掲げる事項に関する団地総会の議事は、前項にかか

わらず、組合員総数の４分の３以上及び議決権総数の４分の３以

上で決する。 

一 規約の制定、変更又は廃止（第７２条第一号の場合を除

く。） 

二 土地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変更

を伴わないもの及び建築物の耐震改修の促進に関する法律第２

５条第２項に基づく認定を受けた建物の耐震改修を除く。） 

三 その他団地総会において本項の方法により決議することとし

た事項 

４ 建替え承認決議は、第２項にかかわらず、議決権（第４８条第

１項にかかわらず、建替えを行う団地内の特定の建物（以下「当

該特定建物」という。）の所在する土地（これに関する権利を含

む。）の持分の割合による。第６項において同じ。）総数の４分

の３以上で行う。 

５ 当該特定建物の建替え決議又はその区分所有者の全員の合意が

ある場合における当該特定建物の団地建物所有者は、建替え承認

決議においては、いずれもこれに賛成する旨の議決権を行使した

ものとみなす。 

６ 建替え承認決議に係る建替えが当該特定建物以外の建物（以下

「当該他の建物」という。）の建替えに特別の影響を及ぼすべき

ときは、建替え承認決議を会議の目的とする総会において、当該

他の建物の区分所有者全員の議決権の４分の３以上の議決権を有

する区分所有者が、建替え承認決議に賛成しているときに限り、

当該特定建物の建替えをすることができる。 

７ 一括建替え決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の

４以上及び議決権（第４８条第１項にかかわらず、当該団地内建

物の敷地の持分の割合による。）総数の５分の４以上で行う。た

だし、当該団地総会において、当該各団地内建物ごとに、それぞ

れその区分所有者の３分の２以上及び議決権（第４８条第１項に
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基づき、別表第５に掲げる議決権割合による。）総数の３分の２

以上の賛成がなければならない。 

８ 敷地分割決議は、第２項にかかわらず、組合員総数の５分の４

以上及び議決権（第４８条第１項にかかわらず、当該団地内建物

の敷地の持分の割合による。）総数の５分の４以上で行う。 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

９ 前８項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使

する者は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

９ 前８項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって

議決権を行使する者は、出席組合員とみなす。 

 

10 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組

合員の権利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なけ

ればならない。この場合において、その組合員は正当な理由がな

ければこれを拒否してはならない。 

11 第３項第二号において、土地及び共用部分等の変更が、専有部

分又は専用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、そ

の専有部分を所有する組合員又はその専用使用部分の専用使用を

認められている組合員の承諾を得なければならない。この場合に

おいて、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはな

らない。 

12 団地総会においては、第４５条第１項によりあらかじめ通知し

た事項についてのみ、決議することができる。 

 

 

【コメント】 

基づき、別表第５に掲げる議決権割合による。）総数の３分の２

以上の賛成がなければならない。 

（新設） 

 

 

 

〔※管理組合における電磁的方法の利用状況に応じて、次のように規定〕 

(ア)電磁的方法が利用可能ではない場合 

８ 前７項の場合において、書面又は代理人によって議決権を行使

する者は、出席組合員とみなす。 

 

(イ)電磁的方法が利用可能な場合 

８ 前７項の場合において、書面、電磁的方法又は代理人によって

議決権を行使する者は、出席組合員とみなす。 

 

９ 第３項第一号において、規約の制定、変更又は廃止が一部の組

合員の権利に特別の影響を及ぼすべきときは、その承諾を得なけ

ればならない。この場合において、その組合員は正当な理由がな

ければこれを拒否してはならない。 

10 第３項第二号において、土地及び共用部分等の変更が、専有部

分又は専用使用部分の使用に特別の影響を及ぼすべきときは、そ

の専有部分を所有する組合員又はその専用使用部分の専用使用を

認められている組合員の承諾を得なければならない。この場合に

おいて、その組合員は正当な理由がなければこれを拒否してはな

らない。 

11 団地総会においては、第４５条第１項によりあらかじめ通知し

た事項についてのみ、決議することができる。 

 

 

【コメント】 
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第 49 条関係 

① 第２項は、議長を含む出席組合員（書面又は代理人によって議

決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数で決議し、過半数

の賛成を得られなかった議事は否決とすることを意味するもので

ある。 

② 特に慎重を期すべき事項を特別の決議によるものとした。あと

の事項は、会議運営の一般原則である多数決によるものとした。 

③ 区分所有法では、共用部分の変更に関し、区分所有者及び議決

権の各４分の３以上の多数による集会の決議（特別多数決議）で

決することを原則としつつ、その形状又は効用の著しい変更を伴

わない共用部分の変更については区分所有者及び議決権の各過半

数によることとしている（なお、共用部分の変更が専有部分の使

用に特別の影響を及ぼすべきときは、区分所有法第１７条第２項

（第１８条第３項において準用する場合を含む。）の規定に留意

が必要である。（第１１項参照））。 

建物の維持・保全に関して、区分所有者は協力してその実施に

努めるべきであることを踏まえ、機動的な実施を可能とするこの

区分所有法の規定を、標準管理規約上も確認的に規定したのが第

４９条第３項第二号である。 

なお、建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条の規定に

より、要耐震改修認定区分所有建築物の耐震改修については、区

分所有法の特例として、敷地及び共用部分等の形状又は効用の著

しい変更に該当する場合であっても、過半数の決議（普通決議）

で実施可能となっている。 

④ 第１項に基づき議決権総数の半数を有する組合員が出席する団

地総会において、第２項に基づき出席組合員の議決権の過半数で

決議（普通決議）される事項は、総組合員の議決権総数の４分の

１超の賛成により決議されることに鑑み、例えば、大規模修繕工

事のように多額の費用を要する事項については、組合員総数及び

第 49 条関係 

① 第２項は、議長を含む出席組合員（書面又は代理人によって議

決権を行使する者を含む。）の議決権の過半数で決議し、過半数

の賛成を得られなかった議事は否決とすることを意味するもので

ある。 

② 特に慎重を期すべき事項を特別の決議によるものとした。あと

の事項は、会議運営の一般原則である多数決によるものとした。 

③ 区分所有法では、共用部分の変更に関し、区分所有者及び議決

権の各４分の３以上の多数による集会の決議（特別多数決議）で

決することを原則としつつ、その形状又は効用の著しい変更を伴

わない共用部分の変更については区分所有者及び議決権の各過半

数によることとしている（なお、共用部分の変更が専有部分の使

用に特別の影響を及ぼすべきときは、区分所有法第１７条第２項

（第１８条第３項において準用する場合を含む。）の規定に留意

が必要である。（第１０項参照））。 

建物の維持・保全に関して、区分所有者は協力してその実施に

努めるべきであることを踏まえ、機動的な実施を可能とするこの

区分所有法の規定を、標準管理規約上も確認的に規定したのが第

４９条第３項第二号である。 

なお、建築物の耐震改修の促進に関する法律第２５条の規定に

より、要耐震改修認定区分所有建築物の耐震改修については、区

分所有法の特例として、敷地及び共用部分等の形状又は効用の著

しい変更に該当する場合であっても、過半数の決議（普通決議）

で実施可能となっている。 

④ 第１項に基づき議決権総数の半数を有する組合員が出席する団

地総会において、第２項に基づき出席組合員の議決権の過半数で

決議（普通決議）される事項は、総組合員の議決権総数の４分の

１超の賛成により決議されることに鑑み、例えば、大規模修繕工

事のように多額の費用を要する事項については、組合員総数及び
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議決権総数の過半数で、又は議決権総数の過半数で決する旨規約

に定めることもできる。 

⑤ このような規定の下で、各工事に必要な団地総会の決議に関し

ては、例えば次のように考えられる。ただし、基本的には各工事

の具体的内容に基づく個別の判断によることとなる。 

ア）バリアフリー化の工事に関し、建物の基本的構造部分を取り

壊す等の加工を伴わずに階段にスロープを併設し、手すりを追

加する工事は普通決議により、階段室部分を改造したり、建物

の外壁に新たに外付けしたりして、エレベーターを新たに設置

する工事は特別多数決議により実施可能と考えられる。 

イ）耐震改修工事に関し、柱やはりに炭素繊維シートや鉄板を巻

き付けて補修する工事や、構造躯体に壁や筋かいなどの耐震部

材を設置する工事で基本的構造部分への加工が小さいものは普

通決議により実施可能と考えられる。 

ウ）防犯化工事に関し、オートロック設備を設置する際、配線

を、空き管路内に通したり、建物の外周に敷設したりするなど

共用部分の加工の程度が小さい場合の工事や、防犯カメラ、防

犯灯の設置工事は普通決議により、実施可能と考えられる。 

エ）ＩＴ化工事に関し、光ファイバー・ケーブルの敷設工事を実

施する場合、その工事が既存のパイプスペースを利用するなど

共用部分の形状に変更を加えることなく実施できる場合や、新

たに光ファイバー・ケーブルを通すために、外壁、耐力壁等に

工事を加え、その形状を変更するような場合でも、建物の躯体

部分に相当程度の加工を要するものではなく、外観を見苦しく

ない状態に復元するのであれば、普通決議により実施可能と考

えられる。 

オ）計画修繕工事に関し、鉄部塗装工事、外壁補修工事、屋上等

防水工事、給水管更生・更新工事、照明設備、共聴設備、消防

用設備、エレベーター設備の更新工事は普通決議で実施可能と

考えられる。 

議決権総数の過半数で、又は議決権総数の過半数で決する旨規約

に定めることもできる。 

⑤ このような規定の下で、各工事に必要な団地総会の決議に関し

ては、例えば次のように考えられる。ただし、基本的には各工事

の具体的内容に基づく個別の判断によることとなる。 

ア）バリアフリー化の工事に関し、建物の基本的構造部分を取り

壊す等の加工を伴わずに階段にスロープを併設し、手すりを追

加する工事は普通決議により、階段室部分を改造したり、建物

の外壁に新たに外付けしたりして、エレベーターを新たに設置

する工事は特別多数決議により実施可能と考えられる。 

イ）耐震改修工事に関し、柱やはりに炭素繊維シートや鉄板を巻

き付けて補修する工事や、構造躯体に壁や筋かいなどの耐震部

材を設置する工事で基本的構造部分への加工が小さいものは普

通決議により実施可能と考えられる。 

ウ）防犯化工事に関し、オートロック設備を設置する際、配線

を、空き管路内に通したり、建物の外周に敷設したりするなど

共用部分の加工の程度が小さい場合の工事や、防犯カメラ、防

犯灯の設置工事は普通決議により、実施可能と考えられる。 

エ）ＩＴ化工事に関し、光ファイバー・ケーブルの敷設工事を実

施する場合、その工事が既存のパイプスペースを利用するなど

共用部分の形状に変更を加えることなく実施できる場合や、新

たに光ファイバー・ケーブルを通すために、外壁、耐力壁等に

工事を加え、その形状を変更するような場合でも、建物の躯体

部分に相当程度の加工を要するものではなく、外観を見苦しく

ない状態に復元するのであれば、普通決議により実施可能と考

えられる。 

オ）計画修繕工事に関し、鉄部塗装工事、外壁補修工事、屋上等

防水工事、給水管更生・更新工事、照明設備、共聴設備、消防

用設備、エレベーター設備の更新工事は普通決議で実施可能と

考えられる。 
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カ）その他、集会室、駐車場、駐輪場の増改築工事などで、大規

模なものや著しい加工を伴うものは特別多数決議により、窓

枠、窓ガラス、玄関扉等の一斉交換工事、既に不要となったダ

ストボックスや高置水槽等の撤去工事は普通決議により、実施

可能と考えられる。 

⑥ 建替え決議及び一括建替え決議の賛否は、売渡し請求の相手方

になるかならないかに関係することから、賛成者、反対者が明確

にわかるよう決議することが必要である。なお、第４項及び第６

項から第８項までの決議要件については、法定の要件を確認的に

規定したものである。 

 

 

（議決事項） 

第５０条 次の各号に掲げる事項については、団地総会の決議を経

なければならない。 

一 規約（第７２条第一号の場合を除く。）及び使用細則等の制

定、変更又は廃止 

二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

三 収支決算及び事業報告 

四 収支予算及び事業計画 

 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

六 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

 

 

 

七 団地修繕積立金及び各棟修繕積立金の保管及び運用方法 

 

 

八 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年

カ）その他、集会室、駐車場、駐輪場の増改築工事などで、大規

模なものや著しい加工を伴うものは特別多数決議により、窓

枠、窓ガラス、玄関扉等の一斉交換工事、既に不要となったダ

ストボックスや高置水槽等の撤去工事は普通決議により、実施

可能と考えられる。 

⑥ 建替え決議及び一括建替え決議の賛否は、売渡し請求の相手方

になるかならないかに関係することから、賛成者、反対者が明確

にわかるよう決議することが必要である。なお、第４項、第６項

及び第７項の決議要件については、法定の要件を確認的に規定し

たものである。 

 

 

（議決事項） 

第５０条 次の各号に掲げる事項については、団地総会の決議を経

なければならない。 

一 収支決算及び事業報告 

 

二 収支予算及び事業計画 

三 管理費等及び使用料の額並びに賦課徴収方法 

四 規約（第７２条第一号の場合を除く。）及び使用細則等の制

定、変更又は廃止 

五 長期修繕計画の作成又は変更 

六 第２８条第１項又は第２９条第１項に定める特別の管理の実

施（第７２条第三号及び第四号の場合を除く。）並びにそれに

充てるための資金の借入れ及び団地修繕積立金又は各棟修繕積

立金の取崩し 

七 第２８条第２項若しくは第３項又は第２９条第２項若しくは

第３項に定める建替え等に係る計画又は設計等の経費のための

団地修繕積立金又は各棟修繕積立金の取崩し 

八 団地修繕積立金及び各棟修繕積立金の保管及び運用方法 
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法律第１４９号）第５条の３第１項に基づく管理計画の認定の

申請 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 第２８条第１項又は第２９条第１項に定める特別の管理の実

施（第７２条第三号及び第四号の場合を除く。）並びにそれに

充てるための資金の借入れ及び団地修繕積立金又は各棟修繕積

立金の取崩し 

十一 第２８条第２項、第３項若しくは第４項又は第２９条第２

項若しくは第３項に定める建替え等及び敷地分割に係る計画又

は設計等の経費のための団地修繕積立金又は各棟修繕積立金の

取崩し 

十二 区分所有法第６９条第１項の場合の建替えの承認 

十三 区分所有法第７０条第１項の場合の一括建替え 

十四 円滑化法第１０２条第１項に基づく除却の必要性に係る認

定の申請 

十五 円滑化法第１１５条の４第１項の場合の敷地分割 

十六 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十七 その他管理組合の業務に関する重要事項 

 

 

【コメント】 

第 50 条関係 

規約の変更の際には以下の点に留意する必要がある。 

１ 団地内の棟が数期に分けて分譲され、新たに分譲された棟が

従前の棟とその敷地等が同じ共有関係にある場合には、団地全

体で管理する対象を再度決める必要があり、この場合は、従前

の棟も含めた各棟の棟総会で、それぞれ各棟の区分所有者及び

議決権の各４分の３以上で決議し、かつ団地総会で、団地建物

所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、団地の規約に位

置づける。 

 

 

九 第２１条第２項に定める管理の実施 

十 区分所有法第６９条第１項の場合の建替えの承認 

 

 

 

十一 区分所有法第７０条第１項の場合の一括建替え 

 

 

 

十二 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法 

十三 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

十四 その他管理組合の業務に関する重要事項 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

第 50 条関係 

規約の変更の際には以下の点に留意する必要がある。 

１ 団地内の棟が数期に分けて分譲され、新たに分譲された棟が

従前の棟とその敷地等が同じ共有関係にある場合には、団地全

体で管理する対象を再度決める必要があり、この場合は、従前

の棟も含めた各棟の棟総会で、それぞれ各棟の区分所有者及び

議決権の各４分の３以上で決議し、かつ団地総会で、団地建物

所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、団地の規約に位

置づける。 
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２ 団地全体で管理することとしていた棟の管理を各棟で管理す

ることにする場合は、団地総会で、団地建物所有者及び議決権

の各４分の３以上で決議し、団地の規約を変更した上で、各棟

でその棟の管理のための規約を制定する。 

３ 団地全体で管理する対象の管理の方法について変更する場合

は、団地総会で、団地建物所有者及び議決権の各４分の３以上

で決議し、団地の規約を変更する。 

 

 

（招集） 

第５４条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求し

た場合には、理事長は速やかに理事会を招集しなければならな

い。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求が

あった日から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通

知が発せられない場合には、その請求をした理事は、理事会を招

集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４５条（建替え承認決議、一

括建替え決議又は敷地分割決議を会議の目的とする場合の第１項

及び第４項から第８項までを除く。）の規定を準用する。この場

合において、同条中「組合員」とあるのは「理事及び監事」と、

同条第１０項中「理事会の承認」とあるのは「理事及び監事の全

員の同意」と読み替えるものとする。ただし、理事会において別

段の定めをすることができる。 

 

 

【コメント】 

第 54 条関係 

２ 団地全体で管理することとしていた棟の管理を各棟で管理す

ることにする場合は、団地総会で、団地建物所有者及び議決権

の各４分の３以上で決議し、団地の規約を変更した上で、各棟

でその棟の管理のための規約を制定する。 

３ 団地全体で管理する対象の管理の方法について変更する場合

は、団地総会で、団地建物所有者及び議決権の各４分の３以上

で決議し、団地の規約を変更する。 

 

 

（招集） 

第５４条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事が○分の１以上の理事の同意を得て理事会の招集を請求し

た場合には、理事長は速やかに理事会を招集しなければならな

い。 

３ 前項の規定による請求があった日から○日以内に、その請求が

あった日から○日以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通

知が発せられない場合には、その請求をした理事は、理事会を招

集することができる。 

４ 理事会の招集手続については、第４５条（建替え承認決議又は

一括建替え決議を会議の目的とする場合の第１項及び第４項から

第７項までを除く。）の規定を準用する。この場合において、同

条中「組合員」とあるのは「理事及び監事」と、同条第９項中

「理事会の承認」とあるのは「理事及び監事の全員の同意」と読

み替えるものとする。ただし、理事会において別段の定めをする

ことができる。 

 

 

【コメント】 

第 54 条関係 
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 各理事は、理事会の開催が必要であると考える場合には、理事

長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集を促

すこともできる。ただし、理事長が招集しない場合には、第２項

の手続により招集を請求することとなる。それでも理事長が招集

の通知を発出しない場合には、招集を請求した理事が、理事会を

招集できることとなる。 

 

 

（招集手続） 

第６９条 棟総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週

間前（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であ

るときは２か月前）までに、会議の日時、場所、目的及び議案の

要領を示して、当該棟の区分所有者に通知を発しなければならな

い。 

２ 前項の通知は、管理組合に区分所有者が届出をしたあて先に発

するものとする。ただし、その届出のない区分所有者に対して

は、対象物件内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する区分所有者及び前項の

届出のない区分所有者に対しては、その内容を所定の掲示場所に

掲示することをもって、これに代えることができる。 

４ 会議の目的が建替え決議であるときは、次の事項を通知しなけ

ればならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の

維持及び回復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をす

るのに要する費用の額及びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画

の内容 

四 建物につき各棟修繕積立金として積み立てられている金額 

 各理事は、理事会の開催が必要であると考える場合には、理事

長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集を促

すこともできる。ただし、理事長が招集しない場合には、第２項

の手続により招集を請求することとなる。それでも理事長が招集

の通知を発出しない場合には、招集を請求した理事が、理事会を

招集できることとなる。 

 

 

（招集手続） 

第６９条 棟総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の２週

間前（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議であ

るときは２か月前）までに、会議の日時、場所、目的及び議案の

要領を示して、当該棟の区分所有者に通知を発しなければならな

い。 

２ 前項の通知は、管理組合に区分所有者が届出をしたあて先に発

するものとする。ただし、その届出のない区分所有者に対して

は、対象物件内の専有部分の所在地あてに発するものとする。 

３ 第１項の通知は、対象物件内に居住する区分所有者及び前項の

届出のない区分所有者に対しては、その内容を所定の掲示場所に

掲示することをもって、これに代えることができる。 

４ 会議の目的が建替え決議であるときは、次の事項を通知しなけ

ればならない。 

一 建替えを必要とする理由 

二 建物の建替えをしないとした場合における当該建物の効用の

維持及び回復（建物が通常有すべき効用の確保を含む。）をす

るのに要する費用の額及びその内訳 

三 建物の修繕に関する計画が定められているときは、当該計画

の内容 

四 建物につき各棟修繕積立金として積み立てられている金額 
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５ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、次の事項

を通知しなければならない。 

一 売却を必要とする理由 

二 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める事項 

イ 特定要除却認定マンションが第１０２条第２項第一号に該

当する場合 次に掲げる事項 

（１） 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法

律第１２３号）第２条第２項に規定する耐震改修（（２）

において単に「耐震改修」という。）又はマンションの建

替えをしない理由 

（２） 耐震改修に要する費用の概算額 

ロ 特定要除却認定マンションが第１０２条第２項第二号に該

当する場合 次に掲げる事項 

（１） 火災に対する安全性の向上を目的とした改修又はマ

ンションの建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

ハ 特定要除却認定マンションが第１０２条第２項第三号に該

当する場合 次に掲げる事項 

（１） 外壁等の剝離及び落下の防止を目的とした改修又は

マンションの建替えをしない理由 

（２） （１）の改修に要する費用の概算額 

（削る） 

６ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする棟総会を

招集する場合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該

招集の際に通知すべき事項について区分所有者に対し説明を行う

ための説明会を開催しなければならない。 

７ 第７０条の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その

通知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 

８ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議

であるときを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、棟

５ 会議の目的がマンション敷地売却決議であるときは、次の事項

を通知しなければならない。 

一 売却を必要とする理由 

二 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２

３号）第２条第２項に規定する耐震改修（以下単に「耐震改

修」という。）又はマンションの建替えをしない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 耐震改修に要する費用の概算額 

６ 建替え決議又はマンション敷地売却決議を目的とする棟総会を

招集する場合、少なくとも会議を開く日の１か月前までに、当該

招集の際に通知すべき事項について区分所有者に対し説明を行う

ための説明会を開催しなければならない。 

７ 第７０条の場合には、第１項の通知を発した後遅滞なく、その

通知の内容を、所定の掲示場所に掲示しなければならない。 

８ 第１項（会議の目的が建替え決議又はマンション敷地売却決議

であるときを除く。）にかかわらず、緊急を要する場合には、棟
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総会を招集する者は、その棟の区分所有者総数の５分の１以上及

び第７１条第１項に定める議決権総数の５分の１以上に当たる当

該棟の区分所有者の同意を得て、５日間を下回らない範囲におい

て、第１項の期間を短縮することができる。 

 

 

【コメント】 

 （なし） 

総会を招集する者は、その棟の区分所有者総数の５分の１以上及

び第７１条第１項に定める議決権総数の５分の１以上に当たる当

該棟の区分所有者の同意を得て、５日間を下回らない範囲におい

て、第１項の期間を短縮することができる。 

 

 

【コメント】 

 （なし） 

  

 


